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平成26年知立市議会12月定例会企画文教委員会 

 

 

  １．招集年月日  平成26年12月11日（木） 午前10時 

  ２．招集の場所  第１委員会室 

  ３．出席委員（７名） 

     明石 博門     中野 智基     神谷 文明     久田 義章 

     池田 滋彦     川合 正彦     中島 牧子 

  ４．欠席委員 

     なし 

  ５．会議事件説明のため出席した者の職氏名 

     市 長   林  郁夫      副 市 長   清水 雅美 

     企 画 部 長   加古 和市      協 働 推 進 課 長   野村 裕之 

     企 画 政 策 課 長   堀木田純一      総 務 部 長   岩瀬 博史 

     総 務 課 長   水谷 弘喜      安 心 安 全 課 長   髙瀬 季治 

     会 計 管 理 者   鈴木 健一      監査委員事務局長   平野 康夫 

     教 育 長   川合 基弘      教 育 部 長   石川 典枝 

     教 育 庶 務 課 長   池田 立志      学 校 教 育 課 長   伊藤 武男 

     生涯学習スポーツ課長   佐藤  豊      文 化 課 長   鶴田 常智 

  ６．職務のため出席した者の職氏名 

     議 会 事 務 局 長   島津 博史      議 事 課 長   横井 宏和 

     議 事 係 長   近藤 克好 

  ７．会議に付した事件（又は協議事項）及び審査結果 

                  事  件  名                審査結果 

     議案第62号 知立市事務分掌条例の一部を改正する条例           原案可決 

     議案第63号 
 知立市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条 

 例の一部を改正する条例 
〃 

     議案第64号 
 知立市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改 

 正する条例 
〃 

     議案第65号 知立市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例       〃 

     議案第66号 知立市消防団員等公務災害補償条例等の一部を改正する条例    〃 

     陳情第37号 消費税に関する意見書提出を求める陳情書            不採択 
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――――――――――――――――――――――― 

開会 午前10時00分 

○川合委員長 

 定足数に達しておりますので、ただいまから企

画文教委員会を開会いたします。 

 本委員会に付託されました案件は６件、すなわ

ち議案第62号、議案第63号、議案第64号、議案第

65号、議案第66号、陳情第37号です。これらの案

件を逐次議題といたします。 

 なお、陳情第37号の１件につきましては、趣旨

説明の希望があります。まずこの委員会の冒頭で

趣旨説明を行い、陳情の審査につきましては本委

員会に付託されました議案等の審査が終了した後

に行いますので、御了承お願いいたします。 

 それでは、陳情提出者の趣旨説明を行います。 

 初めに手順を説明いたします。 

 説明者の方は、お名前をお呼びいたしましたら、

正面の説明席に着いていただきます。そして趣旨

説明をしていただきます。説明時間は約５分とさ

せていただきます。説明終了後、説明に対する委

員の質問を行います。質問終了後、説明者の方は

傍聴席に移動していただきます。 

 なお、説明及び質問の応答の際は、説明者並び

に委員は委員長が指名しましたら、その場で立っ

て行ってください。 

 それでは愛知自治体キャラバン実行委員会より

提出されました陳情第37号の提出者代理人、西村

秀一さん、説明席にお座りください。 

 それでは西村さん、陳情第37号の趣旨説明をお

願いいたします。 

○西村秀一氏 

 本日は陳情趣旨説明を述べさせていただく機会

を設けていただきありがとうございます。 

 私は、愛知自治体キャラバン実行委員会に参加

している愛知県社会保障推進協議会副議長の西村

秀一といいます。今回提出させていただいた陳情

書のように毎年県内全ての自治体に陳情書を提出

し、当局とも懇談させていただいています。今年

度も年金制度切り下げのこと、介護保険から軽度

者を外すこと、入院給食の自己負担引き上げのこ

となど、連続する国の社会保障制度の給付引き下

げや国民負担増に対して市民生活を守る観点から

国に意見書の提出をお願いしていますが、これら

は９日に文教委員会で別の代表が意見陳述をさせ

ていただきました。この委員会では、消費税に関

する意見書の提出を求める陳情書が付託されてい

ます。これについて陳情趣旨説明を行わせていた

だきます。 

 本年４月より消費税率が８％となって以降、円

安による輸入品の高騰も加わり国民の生活と景気

に大変な影響があらわれています。12月８日に内

閣府が発表した７－９月期の国内総生産ＧＤＰは、

安倍首相が来年10月消費税率10％への引き上げの

18カ月延期を決断した速報値の段階よりもさらに

下方修正され、実質成長率は４－６月期のマイナ

ス1.7％からさらに0.5％マイナスとなり、実質成

長率は年率で1.9％となるとしています。 

 特に９月の発表では、個人消費は年間換算で

19.0％減で、統計上比較可能な1994年以来、過去

20年間で最大の悪化となり、実質雇用者報酬の年

間同期比1.9％減尐としました。今回の発表でも

個人消費は横ばいです。収入の目減りが消費の冷

え込みの原因となっています。 

 社会保障・税一体改革は、2012年８月の野田改

革のもとでいわゆる３党合意によるものでありま

すが、３党合意に行き着くまでには日本経団連の

強い後押しがあったとも言われています。2012年

５月に日本経団連は成長戦略の実行と財政再建の

断行を求める提言を出して提起していますが、こ

こでは2015年までに10％、以降2017年までに消費

税率を１％ずつ引き上げ、最終的に19％にとして

います。社会保障については社会保障費自然増を

毎年200億円削減を計算の根拠としています。 

 一方、法人実効税率を2016年から毎年１％ずつ

引き下げ、最終的には25％としており、経団連は

法人税の引き下げの穴埋めを消費税増税に求めて

いるとしか受け取れません。政府、特に安倍内閣

になってからは、この経団連の提言の忠実な実行

者ではないかと思われてなりません。皆さんはど

う感じられるでしょうか。 
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 安倍内閣は増税延期を決めましたが、延期は経

済成長名目３％、実質２％以上の経済状況があり、

これが達成の見込みがないから法律どおりのこと

を行うということです。しかし、同時に経済条項

を外そうとしていますが、これが外れれば次はど

んどん歯どめなく消費税増税ができるようにしよ

うとしているとしか考えられません。 

 消費税５％増税について社会保障改善には１％

使うとしていますが、現に2012年８月社会保障・

税一体改革８法案が成立して以来、2013年８月に

は生活保護、10月には年金を引き下げ、ことしの

４月からは70歳からの医療費自己負担の２割への

引き上げ、来年はまたことしの法改正によって介

護保険の保険料・利用料の引き上げや軽介護度の

保険外しが行われます。さらに来年の通常国会で

は、入院給食の自己負担引き上げなど医療保険の

自己負担引き上げ法案を提出しようとしています。 

 消費税についての私たちの基本的な考えは、所

得の低い人ほど負担が高くなるという社会保障逆

行税ということで反対です。内部留保をため込ん

でいる、もうけている企業への減税なんてとんで

もありません。株でもうけた人の税金は10％で、

私たちの貯金の利子は20％の税金など不公平です。

社会保障改善の財源は別にもあると思います。せ

めてこれ以上の引き上げを延期ではなく中止して

くださいというのが私たちのお願いでございます。

ぜひ国に対して意見書を提出していただきますよ

うお願いします。どうもありがとうございました。 

○川合委員長 

 これで趣旨説明が終わりました。 

 次に質問等がありましたら御発言をお願いしま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 質問なしと認めます。これで陳情第37号の趣旨

説明を終わります。 

 西村さん、傍聴席におかえりください。 

 ここでしばらく休憩いたします。 

休憩 午前10時08分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午前10時09分 

○川合委員長 

 それでは休憩前に引き続き会議を開きます。 

 本委員会に付託されました議案を逐次議題とし

てまいります。 

 議案第62号 知立市事務分掌条例の一部を改正

する条例の件を議題といたします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○中野委員 

 行政組織機構改革ということで１点御質問させ

ていただきます。今回の改正より１つ部局がふえ

まして、会計管理者が１つ下がったということで

ございます。また、この財政部門の分離というん

でしょうか、１つの課から財務課ということを独

立しております。現行ですと、例えば実施計画で

すか、毎年ローリングやっておる実計と予算査定

を行うとこが１つの課で行っておったということ

でございます。これを２つの課に分けたというの

は、どういった経緯、趣旨がございましたのでし

ょうか。その点お聞かせください。 

○企画政策課長 

 ただいまの御質問ですけども、財務課のほうを

新設するという件でございますけれども、４年前

に総務部の財政と企画の政策、これを合体したと

いう経緯があります。今回それを分けるという理

由でございますけども、現在、公共施設等の総合

的かつ計画的管理を推進するために、公共施設の

保全や公共施設の再配置に関すること、それから

公共施設の効率的な管理を運営すること等を目的

とする計画を実施していかなければいかんという

時期になっております。これにつきましては、当

市のみならず全国、この課題を持っているという

状況でございます。 

 また当市においては、駅周辺の事業のほうもピ

ークを迎えていくということになりまして、今後

の知立市において、そういった財政状況も鑑みな

がら、長期的な視点を持って経営強化する部署が

必要だということで、そこで資産経営係というこ

とで新設しまして、現在財務係が所管している管

財部門とあわせて、資産経営係でそういった事務
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をやっていきたいという中身でございます。 

 この資産経営係、新たにつくりますが、資産経

営係の所掌事務としましては、市の財産管理、そ

れから公共施設の維持保全、それからＰＦＩや指

定管理、そういった仕事などをする部署として新

設したいというふうに思っております。 

 それで先ほどの政策と財政、関連があってくっ

つけたのに今後どうなるかというお話でございま

すけども、現在企画政策課のほうで財政それから

政策、４年前に一緒にしまして実施計画、長期的

な計画それから財政計画、これどちらも実施計画

をするに当たりまして財源、これ大変必要な情報

でございますけども、そこら辺をうまくやってい

くということで４年前一緒にしたんですけども、

この体制につきましては現在この４年間かけまし

て体制づくりができておりますので、課が分かれ

たとしても、今後についてもその体制は変わらず

行っていくという形で実施していきたいと思って

おります。 

○中野委員 

 現行の体制、この企画部門と財務部門が一緒と

いうことは、非常に運営が企画政策課長が苦労さ

れたのかなということも感じております。 

 今回、改正されまして、改正組織において、課

が１つ分かれるということは、いわゆる企画部門

は独立して知立市の夢を描くところ、そして財務

は現実直面しておる財源、どうやって運営してい

くかということで完全に仕事分かれるということ

でメリットを十分生かして、今後とも行財政の運

営と改革をお願いしたいと思います。以上でござ

います。 

○川合委員長 

 ほかに質疑ありませんか。 

○中島委員 

 この機構の改革ということであります。今の問

題でちょっと関連して、振り返って本当に前回４

年前ということで今お話がありましたけども、企

画のところで財政も入れるということで中の議論

があったんですね、相当。財政、企画、これが合

体したら、この牽制部門とこの行きたいという部

門が一緒になっちゃっていいのかというような議

論が相当あって、それはちゃんとやっていくとい

うことで一緒にしたという経緯がありましたね。 

 議論を思い起こしておりますけども、それを合

体してはいけないというような話もあった中でや

ってきたわけですけれども、そこの中で今回は今

説明があったのは、公共施設のあり方とか大きな

財政問題を抱える駅周辺と、こういうような問題

が大きい中で財政と企画を分離させるんだという

ようなお話でした。その点では、前回ああいう議

論があっただけに、じゃあなぜ今というような思

いもやっぱりするわけですよね、経過の中で。そ

このところの整理は本当にもう一度どういうふう

だったのか、くっついたり離れたりというのは、

いろいろメリット・デメリットあってのことだっ

たとは思うんですけども、その辺の総括的なもの

をやはり明らかにしてもらいたいなと思います。 

○企画政策課長 

 企画政策課のほうに財政と政策、これ合体した

ことは大変意義があったと思います。やはり政策

の実施計画を、先ほど言いましたように進めるに

当たっては財政的な問題も考えていかないかんと。

それから財政にとっては実施計画が今まででいき

ますと先に実施計画の中身を決めていくという中

身で、実施計画を認められたから予算を必ずつけ

ないかんかという、そういった関係もありまして、

４年前合体したことによりまして１つの課という

中身でいきますと、実施計画と予算に関しての査

定等も一緒にやることによって実施計画の中身、

それから予算の中身、そういった情報交換が十分

できるような状態が今まで構築されてきておりま

す。 

 そんな中で何で分けるんだということになりま

すけども、今回先ほど言いました公共施設のあり

方等今後力を入れていくという中身で１つ係を上

げてきたいと、そういった中身でいきますと、現

在、企画政策課のほうにつきましては３係ありま

す。情報係、政策係、財務係ということで３係あ

ります。それに資産経営係を創設しますと４係に

なってしまうということで、力を入れたいという
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その資産経営係、それから政策、財政、こういっ

たもので１課長が４係という、なかなか課長自体

の力が発揮できないと、こういった中身からいき

ますと、現在私ども市のほうでいきますと、１課

３係もしくは２係、これが基本形になっておりま

す。そういった意味合いからも４係になってしま

いますということで、政策部門と財政部門を今回

分けさせていただいた形になるんですけども、何

回もお話しする形になってしまいますけども、今

後につきましては、課は分かれたとしても、部と

しましては企画部ということで実施計画それから

予算に関してはお互いの課が今までどおりやって

いくという体制で臨みたいと思っております。以

上です。 

○中島委員 

 １課４係ということになると、課長の責任やら

力量発揮という分野をオーバーしてしまうんじゃ

ないかということです。それは１係をふやさなき

ゃならないということ前提でのお話。資産経営係

ですね、今回係をふやそうかなと、こういうこと

ですよね。この係を含めた形で同じ課では無理だ

よということでなったと。そうなると資産経営係

というものが今回独立して１つの仕事をするとい

うことの意義というものをもう一度お示しくださ

い。 

○企画政策課長 

 資産経営係、こちらの所掌事務としまして、今

後新たな大きな仕事としまして公共施設等の総合

的かつ計画的な管理を推進するという意味合いで

公共施設の保全、こちらにつきまして知立市とし

ての今後方向性を決めていかないかんという大き

な仕事があるということになります。 

 あわせて資産経営係ということになりますので、

市の財産管理、それから指定管理、土地開発公社、

こういったものの事務をこの係のほうで担ってい

く予定でございます。 

○中島委員 

 大きな事業、駅周辺の事業加えての大型公共事

業だというふうに言われる公共施設の保全、今後

の長期的な計画を推進すると、こういう意味で、

それを財政的にも考えながら計画づくりのところ

を担当していくということになるわけですね。 

 そうすると維持保全の総合調整に関することと

いうのが１番目の仕事になっておりますよね。そ

れぞれの、教育のほうでは教育の学校施設のずっ

と将来的な整備計画ができ、公共施設他のものが

いろいろでき、それを総合的なものにしようとい

うことで、間もなくということになる、その総合

的なものについて全ての施設、学校教育も含め、

文化施設も含め、全ての公共施設の整備をここが

１つは握っていくということになるんでしょうか。 

○企画政策課長 

 公共施設全てでございまして、国のほうからも

施設の総合的な計画をつくりなさいということに

なっておりまして、学校施設等の箱物だけではな

くインフラも含めたそういった総合計画をつくり

なさいということになっておりますので、ここの

資産経営係のほうで市全体のインフラも含めた計

画をつくっていくという予定でございます。 

○中島委員 

 今まで基本的なものが現状把握とかというもの

については各担当の、学校なら教育部のほうが調

査してやってきましたよね。そういうものをもと

にしたものを全部これから推進するに当たっては

そこが中心になるということでいいんですか。学

校なら教育部の具体的な推進の計画ということで

はなくて、全部の公共施設をどういう段階でどう

いうふうにしていくという計画については、ここ

の係が中心的に進めると、こういうことになると

いう、そういうことですか。 

○企画政策課長 

 計画につきましては、こちらの資産経営係のほ

うがつくってまいります。ただ、実際に例えば保

全の事業等につきましては、現在のところ今の所

管している現課のほうで施行していただくという

予定でございます。 

○中島委員 

 計画はつくる。ですから何年にどこどこ小学校

の施設を改善するんだよということは、そういう

計画は資産経営係で決定していくと、そういうこ
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とですね。具体的な施行はじゃあやってください

ということでやると。詳細のところについてはま

た学校なら教育部がそこで加えてやっていく。そ

れは施行という段階での責任で手を加えることが

あるということではあるんだけども、いつの段階

でどこをどうするということを全て資産経営係で

決定すると。教育委員会ではなく、そこで決定す

ると。そういうふうに受け取っていいんですか。 

○企画政策課長 

 当然、計画をつくるに当たりましては、各施設

を所管している課も交えた中で、当然、施設自体

の調査は保全計画のほうで全て終わっております。

そういった中で今後の財政的なものも考えた中で、

どの施設を優先的に、どこをどうやってという計

画につきましてのまとめとしましては資産経営係、

大きな市でいきますと、例えば人員的に許されれ

ば全ての施行まで、こういった資産経営係のほう

でやっていくという市町もあるかと思います。た

だ、現状の中では人員等も考えた中で、今回４月

からの資産経営係のほうでは、まずはその計画を

つくるという体制で始めていきたいというふうに

思っております。 

○中島委員 

 総トータルの整備計画、長寿命化ということも

含めてということにはなってますけど、総トータ

ルの成果品というのは１冊の本でバチンと出され

てくるんですか。それは今どういう状況になって

いるのか、その辺。今の仕事ですけどね、これは。

資産経営係はまだ立ち上がっていませんから、そ

の辺の準備についてもちょっとお知らせください。 

○企画政策課長 

 現在、学校は学校施設のほうで保全の計画をつ

くりました。それから保育園もその前につくって

おります。それから文化会館もつくっております。

個々でそういった保全につきましては担当課のほ

うでつくってきたんですけども、昨年、市として

の全体の公共施設という捉え方で公共施設保全計

画、この計画のほうにつきましては、学校・保育

園等々全部含んだ中での保全計画ということでつ

くらせていただきました。今年度、その保全計画

に基づきまして、公共施設の白書ということで知

立市の公共施設の現状をまとめるという業務を行

っております。その現状を踏まえて、来年度以降、

知立市の公共施設をどうしていこうかというあり

方検討に入っていきたいという予定でございます。 

○中島委員 

 アンケートなどやられておりましたよね。公共

施設、どういう方たちに送られたかわかりません

けれども、スポイル方式でやったと思いますが、

公共施設のあなたはどういう施設を使いますかと

か、この施設の問題をどう思いますかとか、いろ

んな項目たくさん見た記憶があるんですけども、

ああいうことをやって、ああいうものをもとにし

て今白書をつくって、今年度中に白書を完成させ

るということですか。それに基づいて来年度以降

どういう順番に計画をするのかという計画づくり

に入る、そういうことでしょうか。 

○企画政策課長 

 今委員の言われる、ことしその白書をつくるた

めにアンケートを行いました。市民の公共施設の

利用状況等々のアンケートを行いまして、今年度

白書を作成しまして、その白書に基づきまして現

状を把握した上で来年度以降、公共施設のあり方

を考えていくという形になります。 

○中島委員 

 白書ができ上がったら、また議会のほうにも提

示されると、こういうことでよろしいですね。 

○企画政策課長 

 作成できた時点で公表していくという形になり

ます。 

○中島委員 

 来年度は、この資産経営係がその白書に基づい

てあり方を検討していくと。相当長いスパンのあ

り方ということになろうかと思いますけれども、

これは資産経営係、係１つの仕事なのかと思うぐ

らい大きい仕事にもなるような気がするんですけ

ど、そのあり方の計画、どんなところまでを経営

係がやっていかれるのか。資産経営係は何人の方

でやっていくのか、どんな体制なのかということ

について、新しい体制についてもお示しください。 
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○企画政策課長 

 公共施設のあり方ということになりますと、行

政サイドだけで施設をどうしていくこうしていく

ということはできないと思います。市民も含めて

市全体の公共施設をどうしていくかということを

考えていかないといけないというふうに思ってお

ります。 

 体制でございますけども、資産経営係のほうは

公共施設のあり方だけを考える係ではありません

ので、今までの財務係、市の財産を管理している

財務係の仕事に加えて、そういった公共施設のあ

り方を考えていくという係になりますので、現状、

財務係のほうが２名担当しております。係をつく

るんですけど、まだ人数については具体的に何人

にするかということは、まだ私のほうとしては決

めておりません。現状、公共施設のあり方として

は担当１名がついております。 

○中島委員 

 はっきりわかりませんが、今現在の財務係のほ

うは何人で、新しく今度は財務係と資産経営係と

いうふうに分かれますので、その辺の配置がえに

ついてもう尐し明快な答弁をお願いします。 

○総務課長 

 機構改革に伴います各係の人員配置についてで

ございますが、今のところの計画としまして、現

状の係員２名のところを３名の方向で検討はして

おるんですけれども、最終的な配置につきまして

は年明けぐらいになろうかと思いますが、各課と

の配置計画ヒアリングという中で十分論議した上

で配置人員を決めていきたいというふうに思って

おります。 

○中島委員 

 財務係が現在２名ということでいいんですか。

現在が財務係が２名。 

○企画政策課長 

 財務係としましては、現在、係長含めて６名で

ございます。 

○中島委員 

 ですから今財務係が係長含めて全体では６名と、

今度２つに分かれると。そうすると新しい財政係

と資産経営係ですね。これをどのぐらいの割合で

全体ではふやすのかどうか。重要な仕事が入って

くるということですから、その辺はどうなのかと

いうことを聞いているんです。 

○総務課長 

 今回の機構見直しに際しまして、企画サイドと

の人員配置の打ち合わせの中では増員要求があり

まして、財務課としての配分としては現状６名の

ところを８名の配置という方向での要求が上がっ

ております。以上です。 

○中島委員 

 財務係が現在は６名だけれども、２つの係に分

かれるというこの体制、分かれるだけじゃなく事

業もふえるわけですけども、事務分掌の中身もふ

えますが、全体で８名にしようと。２名を全体で

はふやそうと、こういうことですね。当然、資産

経営係というものが独立するわけで、係長が１名

から２名になりますよね。 

 今のお話、いろいろ聞かせていただいて、公共

施設の大変大きな今後の計画をつくるに当たって、

市民とのヒアリングもまだあるのかなという気も

いたしましたし、相当な仕事になるなというふう

に思いましたので、２名増員ということでできる

のかどうなのか、これ分けても４名４名になるの

か、それがちょっとわかりませんけれども、その

辺は十分な体制とらないと仕事の課題は明確にし

つつ体制づくりが軟弱であるということではやっ

ていけませんので、そういう意味ではどんなふう

にきちんと体制づくりをするのか大事な視点とし

てやっていただきたいと。この機構改革の段階で

はそこまでの人間的なことまでの決定とかそうい

うことにはなっていかないので、その仕事のやり

方についての提案だけですので、ですからその辺

は、当然のことながらついていかないとやってい

けないとということですので、その辺はよろしく

お願いしたいなというふうに思います。  

 施設の管理運営の適正化に関すること、その上

にも再配置に関することという形がありますよね。

施設の再配置に関すること、管理運営の適正化に

関すること、この２、３ということについて御説
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明いただけますか。 

○企画政策課長 

 今回の改正の１、２、３のところに総合施設の

維持保全の総合に関すること、２番目に再配置に

関することということで、こちらのほうについて

は再配置、これがあり方の関連、保全もあり方の

中で考えていきますし、再配置、こういったこと

も考えていくということで、事務分掌的には再配

置に関することということ及び３番目にも管理運

営ということで、これにつきましても１、２、３

全て関連しておりまして、今後の公共施設のあり

方に関連しての保全、それから再配置、それから

管理ということでの内容となります。 

○中島委員 

 公共施設、これは統廃合してもいいんじゃない

かみたいなことだとか、廃止だとかということを

指して再配置と言っているのかなというふうに思

います。その辺は絶対だめとかそういうことはも

ちろんないわけで、しっかりとそれこそ利用者の

皆さんの意見が最大限に生かされるような中身で

なければならないので、再配置というのを、その

まま行くなら再配置とは言わないような気がする

ので、その辺は再配置、統廃合ありきというふう

に決めつけないでやっていただきたいなというこ

とは私は思います。ここにそれが書かれていると

いうことは大前提かなと。 

 それから管理運営の適正化というのについては、

先ほど簡単にＰＦＩという話が出ましたよね、課

長の口から。そういうようなことを研究していく

ということを言っているのか、今までも議論があ

りましたけど、やはり民営にどんどん行くという

流れを私どもは食いとめたいなと思っているわけ

ですが、この適正化ということについては慎重に

やってもらいたい。ポロッと言われるもんですか

ら、ＰＦＩだというような言い方されるもんです

から、私はそれは軽率ではないかと思いますよ。

いかがですか。 

○企画政策課長 

 民間委託につきましては、やはり市民のサービ

スが第一でございますので、そこがまずクリアし

なければということになりますので、当然そうい

ったことについては今後の中で検討していく中身

だと思います。 

 ＰＦＩの手法自体については、今後研究してい

く必要が当然あるかというふうに、それは最大限

市民サービスが大事になりますので、それを壊し

てまでＰＦＩを推進していくという話ではござい

ません。 

○中島委員 

 その辺は慎重にやっていただかないと、軽率に

それを真っ先に進めるためにやっていくような係

になっては困りますので、市民のサービスという

ことで、今白書等についてもいろいろその段階で

の意見を聞いてやっているというふうに思います

けれども、その辺は慎重にやっていただきたいと

いうことを思います。今、適正化という言葉はあ

る意味では本当にいいのかどうなのかという問題

点を洗い出すという、そういうことは大事だと思

いますけれども、民間委託、民営化、それが今適

正化の代名詞になっているというような風潮にあ

りますので、私どもはそれはきちんと慎重にやっ

てもらわなければ困るというふうに思っておりま

す。その辺は要望します。 

 資産経営係というものが大きな仕事になるとい

うことで、２つに分かれるんだということは理解

をさせていただきます。内容については、今後具

体的な内容については十分に吟味させていただき

ながら見ていきたいというふうに思います。 

 それから部局が現行10から改正11ということで

増１と。これは局が１つふえるという、こういう

ことだけでよろしいですか。 

○企画政策課長 

 今回、局、危機管理局を新設するに当たりまし

て、１部局ふえるという形になります。 

○中島委員 

 構造改革の一覧表の図によりますと、会計管理

者のところが会計課というところの上に言葉がず

っと来てるのでこれは課長になるのかなというふ

うに私は、この図だけでちょっと誤解するような

感じなんですが、これは今は課長級ということで
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やっているんでしたっけ。 

○企画政策課長 

 現在は部長級の職でございます。 

○中島委員 

 これからはどうなるんですか。 

○企画政策課長 

 今回の機構改革によりまして、課長級に会計管

理者のほうをお願いしたいというふうに思ってお

ります。 

○中島委員 

 ただ部としては１つはなくなるわけではないと

いうイメージで、部長は減るけども部はなくなら

ないというようなイメージで増は局が１つだと、

こういうふうに表現されているこの表なんですか。

会計課のところは管理者ですけども、これは部な

のに部長がいないと、こういう部になるんですか。 

○企画政策課長 

 会計管理者という名称でございますので、課と

しては会計課でございますので、部の換算には入

っておりません。 

○中島委員 

 部には入っていないので、増減には影響されて

いないという、こういうことだけれども、部長級

が課長級に今度は変更すると、これも相当大きい

内容だなと私は感じているんですね。 

 危機管理局が新たにできる、これを強化する、

これは今の情勢の中で必要ということでやってい

かれるのは理解できるんですけども、収入役です

よね、かつては。かつては市の三役、市長、助役、

収入役、三役だった。これが2007年からでしたか、

法律が変わって、収入役という部署がなくなって

会計管理者という名前に変わったと。しかし、仕

事は変わらないというふうには一応言われて、三

役というと、会計の分野だけでなくて、相当大き

な対外的な役割を持つような収入役の役割があっ

たけれども、会計の部分に特化する部長というこ

とで会計管理者というものが収入役にかわって、

名前、それから会計に関しては同じ役割を持って

いくということであったはずなんですよね。この

会計管理者という役割が低められるんじゃないか

という心配を私はしました。その点ではどういう

ことでしょうか。 

○企画政策課長 

 今委員の言われるように2007年に収入役制度か

ら現在の会計管理者ということで改正が行われた

んですけども、以前の収入役というのは特別職的

なものがありまして、いろんな会計ごと以外の仕

事もあったかと思います。この変更によりまして、

会計管理者というのは会計業務に特化した仕事に

変更されました。 

 今回、今まで部長職であった会計管理者を課長

級にという改正案を出させていただいた理由とし

まして、会計管理者自体は職員の中からというこ

とになっておりまして、部長級でなければならな

いとか課長級でなければならないというあれはな

いんですけども、今回機構改革に当たりまして組

織の規模等につきましては、やはり組織の規模に

応じた編成というのが必要になるかということで、

機構改革を進めるに当たりまして、近隣市町村等

の組織の状況も私ども確認させていただいた中で、

碧南市と高浜市が現状会計管理者のほうが課長級

の職でやっております。それから周りの市でいき

ますと、次長級の市のところもあります。そうい

った中身からいきまして、私ども近隣の市町村等

の状況も踏まえた中で、部長相当職のバランスだ

とか人件費、そういったものいろいろ考慮した上

で課長職に今回していきたいという形でお願いし

たものでございます。 

○中島委員 

 これは知立市の番頭さんなんですよね、会計の

特化したというふうな言い方されて、特別職から

一般職に2007年から身分を変えるという形での会

計管理者を置くことになったわけでありますけど

も、会計の部門についていうと何ら変わらない。

会計のいろんなものの扱い方については何ら変わ

らないと。地方自治法の第168条で会計管理者と

いうものがあって、親族の就職禁止ですね、親族

にいろんな因果関係のある人を持っている人はこ

れにはなれないんですよね、会計管理者というの

は。一般の職員ということとはちょっと違う。お
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金を扱う上で大変身分は身辺を、変な言い方です

けどきれいにしておかなければ、会計管理者には

なれないと。こういう親族の就職禁止という項目

もあります。 

 そして職務権限ということが第170条で書かれ

ているわけであります。この会計管理者の仕事に

ついて、いま一度どのように把握していらっしゃ

いますか。担当が違うので、向こうに管理者が見

えますので御説明いただけたらと思うんですね。

この第70条に基づいて仕事をしているということ

で、私は課長でいいのかと疑問を感じるから聞い

ているわけですが、いかがでしょうか。 

○会計管理者 

 今中島委員のおっしゃるように、地方自治法で

まず会計管理者になることができないということ

で第169条のほうにうたってあります。それと第

170条で会計管理者の職務ということで、当然現

金等の出納保管を行っているのが第１義的に、あ

と有価証券、基金等も含む出納保管、そして物品

等の出納保管それから現金の財産の記録を行うと。

それと、あとは市長の支出命令、こちらに対する

支出負担行為、そちらのほうを確認して適正かど

うかを見て支出を命令するという立場で行ってい

るわけですので、私も市長から選任をされたとい

うことで、一般職でできるということで平成20年

からこういう制度に変わっておるわけですけども、

先ほど企画政策課長が言ったように当市も当初は

部長級ということでありましたけども、近隣等も

尐しずつそれぞれ部長級から副部長とか次長、課

長というところもさまざまありますので、その市

の対応で決めていかれるんだなというふうに理解

しております。 

○中島委員 

 市の対応がそれぞれだということは、現実そう

なんだということを先ほど説明がありましたけど

も、地方自治法の精神からいってお金の管理、現

金、有価証券、それから基金、そういったものに

ついても会計管理者がしっかりと目を通して適正

になっているかどうかということについて把握し

て、また市長からいろいろあった場合にもこれが

適正かどうかということも意見を言うこともでき

るということですよね。そこのところは前の収入

役と変わってないところなんですね。これ待った

をかけることも本当はできるので、市長がこうい

う使い方をしたいといった場合に待ったというこ

とができる権限を持っているのが収入役でしたし、

また会計管理者はその面では変わらない。一般職

になってもそう。任命を受けているから意のまま

になるという立場ではなくて、どの部でもそうだ

と思いますけれども、そういった形で置かれてい

る大変重要な任務を持っている会計管理者だと、

こういうことであります。 

 他市がどういう形で、どういう議論で、それを

課長におろしたか私は全く聞いておりませんけれ

ども、この地方自治法の精神からいったら、やは

りこれは健全な財政運営をやっていく大きな目で

見ている番頭さんなんですよ。先ほどの財務課も

ありますけど、そういった意味では出し入れをし

っかり見ていただく非常に重要な部署という点で

は番頭さんというふうに思っております。ですか

ら、その辺では私は課長におろしてしまっていい

のかという疑義を感じているわけですけれども、

どのぐらいこれは話し合いをしたんですか、そう

いった面で。そういった面での話し合いはされた

んですか。よそは課長じゃないかと、給料安くて

もいいじゃないかと、こういう仲間の中に入れち

ゃっていいのかどうかということなんですよね。

その点、誰が責任を持ってこういう話し合いをし

たんでしょうか、この機構改革する上で。いかが

ですか。 

○川合委員長 

 ここで10分間休憩いたします。 

休憩 午前10時52分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午前11時00分 

○川合委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○企画政策課長 

 先ほどの御質問ですけども、議論されたかとい

うことでございますけども、今回の機構改革の案



- 11 - 

を作成するに当たりましての経過状況でございま

すけども、ことしの４月ごろから、私ども政策担

当のほうで近隣各市及び類似団体等の組織の状況

の調査を行っております。その後、４月中旪に各

部長、課長宛てに意見の聴取ということで、こち

らのほうメールのほうで機構改革に当たりまして

御意見等があればということで各部課長のほうへ

意見聴取を行っております。そこで意見の挙がっ

たものについて、５月の中旪にヒアリングを実際

行っております。その意見に対してのヒアリング

を行っております。 

 そういったものを踏まえまして、６月下旪ごろ

に、私ども今回の改正案のほうについての案を作

成させていただきまして、７月に第１回の行政改

革推進本部会、こちらのメンバー部長級でござい

ますけども、こちらのほうに私どもがつくった案

のほうを御説明させていただきまして御意見等賜

っております。当然、この第１回ではそれぞれい

ろんな意見も出ましたので、第２回ということで、

８月に第２回の行政改革推進本部会にて今回の案

ということでの御承認をいただいております。そ

ういった経緯で進めさせていただいております。 

○中島委員 

 会計管理者についての議論はどうでしたかとい

うことで聞いているんですけど。 

○企画政策課長 

 この過程での行政改革推進本部会にも、現在の

部長相当職から課長相当職に変えていくというも

のの御説明はさせていただいております。その中

での推進本部会員から部長相当職から課長相当職

への変更についての御異議等はありませんでした。 

○中島委員 

 御本人が異議ということはなかなか言えない立

場のものがあるのかもしれませんが、会計管理者、

その点ではいいですよというふうにして、ただ異

議なしということで、あなたは態度表明をされた

ということですか。先ほどコメントを求めたり、

部長が参加する行革推進本部会議とかあったとい

うふうに聞いたわけですけども、その辺では意見

も特に言わなかったという、こういうことでしょ

うか。 

○会計管理者 

 ヒアリング等も事前にあったわけですけども、

そのときにもですけども、推進本部会の中でも企

画政策課のほうには近隣の状況、先ほど言いまし

たように各市において部長級か副部長、次長、課

長というのはさまざまでありました。 

 そして、私としてはそういう一般職であります

けども、ある程度制限がかかるという大事な職務

でありますので、その辺、重要な責任があるなと

いうのは感じております。あと、私も部長として

部長会議にも参画しておりまして、いろんな各市

政についての検討等も会議等入っております。で

すから、今後課長職になりましても、例えば現金

等から預け入れ、この辺の関係につきましても市

の公金を扱ってますので、一課長としてではなく

て、会計管理者として今後もそういった内部の調

整会議、そういうのにも参画していくべきかなと

いうふうには思っております。 

 あと、市全般に対することについては会計課を

所管する所というとどこになるかちょっとわかり

ませんけども、企画政策課、財政の担当と一番深

い関係でありますので、それとあと税金の収納関

係は税務課、総務部になりますけど、その辺との

調整は今後密にして対応していかないといけない

のかなというふうに理解しております。 

○中島委員 

 こういった問題提起ですよね、それは。責任あ

る一般職だけども一般職とはちょっと違う、そう

いう責任があるというふうに感じているというふ

うに今おっしゃって、そのとおりなんですね。法

律がそういうことをちゃんと示していると、こう

いう中で、精いっぱいの意見を述べたのではない

かというふうに私は今感じているわけです。 

 今、一課長になったらどういうふうにこれから

動くのかということも重要な課題になってくるわ

けですよね。立場が立場ですよ、これは。法律に

基づいた、市長から任命を受けて会計管理者にな

るという、こういう立場ですから、他の課長の状

況とはちょっと違う仕事もしなきゃいけないなと
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いう感じがするんですが、権限といいますか、あ

る程度権限がなければならないんですよ。 

 その点は、副市長、かつて市長、助役、収入役

の仲間だった収入役がかわって一般職の会計管理

というふうになったわけですが、ずるずると課長

にまでおりていって、会計の管理というものの責

任を法律に基づいてやっていくということが本当

に適正な判断かどうかということについてはどの

ように思われますか。 

○清水副市長 

 私も、その制度がちょうど変わったときの最初

の会計管理者を拝命させていただいたものですけ

ども、その時点の議論としては、先ほど中島委員

もおっしゃったように、かつての地方自治法でい

うところの常勤の特別職という収入役、そういう

ことから制度が変わって会計管理者制度になった

わけですけども、そういった制度の歴史からいう

と、常勤の特別職からのことでありますから部長

級がふさわしいのではないかというようなことも

漠然と思っていたわけですけども、私も実際に会

計管理者として隣接の管理者との会議に出ていき

ますと、それぞれ先ほど会計管理者から紹介があ

りましたように、部長相当職であったり次長相当

職であったり課長相当職であったり、いろんな方

がお見えになりました。いろんな考え方があるん

だなということはそのときに考えました。であり

ますけども、会計管理者の職務、責任というのは

地方自治法で先ほども御紹介にあったように規定

がされてあるのでありますので、それが部長相当

職であろうが課長相当職であろうが、その権限、

責任というのは法がきちっと担保しているものだ

というふうに思っておりますので、そこは執行機

関との関係はしっかり規定をされて担保されてい

るというふうに理解しておりますので、私として

は制度が変わって、これで６年、７年ですか、経

過する中で、いろんな実務的なことも含めて、先

ほどの近隣市、類似団体等々の対応も見ながら、

知立市の組織としての中で適正な対応だというふ

うに考えているところでございます。 

○中島委員 

 適正な対応だと、これが。という話でしたね。

会計管理者のいろんな現金、基金いろいろと扱う

わけですけれども、基金に属する現金の、預金名

義は地方公共団体であり、その取扱責任者が出納

長または収入役、現行では会計管理者であるとい

うふうで、基金の取扱責任者という大きな仕事も

あるわけですよね。基金及び公有財産に関する株

の名義、うちは株は尐ないわけですけども、こう

いったものも保管するのが会計管理者だと。もち

ろんそれは課長だから、また課長じゃない係長で

もできるじゃないかと。別に何にもない一般の職

員だって、その仕事だけやりなさいといったらや

れるじゃないかと。どこが違うのかと。そこのと

ころがはっきりしなきゃいけないと思うんですよ。

誰でもできるじゃないかというなら、何でわざわ

ざ法律でこういうことが言われて重要な仕事をや

ってくださいというふう位置づけをしているのか。

その辺ですよね、一番。係長でもいいじゃないか

と。どこが違うんですか。 

○清水副市長 

 極端なことを言えば、法でいう一般職であれば

誰でもできるということです。その権限、責任は

法が定めておりますし、関係の会計規則等々で、

その辺は手続をされておりますからいいわけです

けども、それは先ほど申し上げましたように、い

ろんな類似団体、隣接とのいろんな関係とか、い

ろんなことも考えながら総合的に判断するという

ことが必要だというふうに思いますので、誰でも

いいという、そういうことから今回のにしたとい

うことでは全くございません。 

 それともう１点、過去の収入役という職として

の流れでいいますと、例えば過去でいいますと、

いろんな縁故債などの申し込み、契約をする際に

本来であれば、今でいうところの企画政策課、財

務のほうが実務をやるわけですけども、そういっ

たところも、当時でいえば収入役が対外的なそう

いう金融機関との関係の中でやっておられたとい

うような時期もありましたけども、今はもうきち

っとそういった事務分掌の中で実務的にやってお

りますので、そういったことも特段過去の収入役
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であるだとか会計管理者でないといけないという

ことも、そういったことでもないのかなというふ

うにも思っております。 

○中島委員 

 課長が適当だと、適正だというのはどういうこ

とでしょうか。 

○清水副市長 

 先ほど申し上げましたように課長が適正なのか

部長が適正なのか、それは先ほど申し上げたとお

りであります。その辺の決め方についてはそれぞ

れ各市の考え方がございますので、それを部長相

当職で充てる、あるいは課長相当職で充てる、次

長相当職で充てるということでございますので、

これは今後の中で、それは全然課長でないと知立

市はいけないんだというようなことは私は申し上

げているつもりはございませんけども、例えば過

去には監査委員事務局長も部長相当職の時代もご

ざいましたし、課長相当職の時代、現在は課長相

当職でございますけども、そういったようなこと

はございますので、それを今からこうでないとい

けないということを申し上げているものではござ

いません。 

○中島委員 

 課長でなくてもいいんだと、平でもいいんだと

いうようなふうにもとれるような感じがいたしま

して、そういう一般職の平の方たちをやるのに地

方自治法まで決めるというのは多分前提としてい

ないなと私は思っていますけど、先ほど会計管理

者がおっしゃったように、もし課長になった場合、

どういうふうな身の振り方をするんだというとこ

ろについて、市長に対しても、いろんな債務負担

行為にしてもちょっとという意見を申し述べるこ

とができるような立場にあるということは、平で

はとても言えないですよね。だから、どういった

見識を持ち、どういった権限を持って、この仕事

をするのかという保障ははっきりさせないといけ

ないと思うんですが、いかがですか。 

○清水副市長 

 先ほど申し上げましたように、一般職といった

わけですので、これは部長から担当まで全てが一

般職ですから、私は何もそういった係員が管理者

になることはいいとは全然言っておりませんので、

そこは誤解のないようにお願いいたしたいという

ふうに思います。 

 それから、やはり会計管理者としての職務から、

そういったいろんな庁内の調整会議だとかいろん

なことも必要なものについては、今も例えば財産

評価審査委員会とか、そういったところにも参画

しとっていただくわけですので、必要のあるもの

には今後調整しながら積極的に参画していただく

ようにしていきたいというふうに、会計管理者と

しての職務としてお願いできるものはしていきた

いというふうに思っております。 

○中島委員 

 どういうものに参画していくのかということに

ついても、やはり具体的にしておかなければいけ

ないと思うんですね。ここのやりとりだけで、ど

ういったところに参画して何を把握してどういう

仕事をするのかということが明確にならなければ、

正式な適正な職務遂行ということはできないとい

うふうに思いますので、その辺はしっかりやって

もらいたい。 

 それから、碧南市、高浜市という話がありまし

たけども、もう尐し関連市町、西三河でいうと９

市ですけども、その辺の状況はどうなんですか。 

○企画政策課長 

 現在、西三河近隣市でいきますと、先ほどの碧

南市と高浜市が課長相当職でございます。刈谷市、

安城市、西尾市、この３市が副部長もしくは次長

という形になっております。 

 それから類似団体としまして、蒲郡市、新城市、

田原市、こちらのほうが副部長、次長級でござい

ます。 

 それから、人口が似たような県内の市でいきま

すと、常滑市、岩倉市、豊明市、こちらのほうの

３市のほうが課長級でございます。あと、犬山市

のほうにつきましては、総務部長が兼務という形

になっております。以上でございます。 

○中島委員 

 課長それから副部長、次長と、総務部長が兼務
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というところもあるというのも驚きましたけども、

やはり本来の法に基づく職務遂行という点でいう

と、１つの独立した部の中になければならないと、

うちは一応１つの独立したものということは担保

されているわけですね。ただ、部長から課長にお

りるというところであります。副部長とか次長と

かいうところについて今紹介がありましたけども、

やはりそれは課長よりも１級上で、いろんな課か

ら出てくるいろんなものに対しても意見を言って

いくという権限を担保するものだというふうに思

うんですよ。やっぱりありますからね、級で言い

やすい、言いにくい、下の者が上には言いにくい、

いろいろありますよね。ですから、そういったと

ころを担保するということで、私は最大限副部長

なのかというふうに思いました。蒲郡市、新城市、

田原市もやっているということであるならば、う

ちは副部長というあれはないですけど、現在は次

長ですね。だからそういった部分にとどめるとい

うことだって１つの選択肢ではないかと。給料の

問題だけですかね、これは。そういう感じがしま

す。やっぱり一般の課長とは尐し違った身分を保

障するということもどこかで必要じゃないですか、

その辺どうですか。 

○清水副市長 

 今中島委員のおっしゃる意味、十分理解してお

ります。ただ、私ども一般職で言いますと、今次

長がおりますのは都市整備部、県からの派遣の方

ということで、基本的には知立市の場合には課長

補佐、課長、部長というようなことで非常に細か

く分けたような形の職制にしておりませんもので

すから、そういった意味では今の御意見も十分理

解はする上で、今回のところは今の提案している

中身でいきたいなというふうに思いますし、それ

が行革本部会議の中でもそういうふうな結論とし

て得ているというふうで御理解いただければとい

うふうに思います。 

○中島委員 

 再度、会計管理者に、今後もし課長になった場

合、何が必要なのかという見解をもう一度お聞か

せいただけませんか。今、会計管理者は来年度は

もう退職ですか。そういう時期を迎えていらっし

ゃって、こういう改革にはまっていくのか。あな

たが課長になる、おりるという、こういうことで

はないとは思うんですけどね。ごめんなさい、そ

れちょっと余分な話ですが、お願いします。 

○会計管理者 

 今後について、課長職になるということで、現

在会計管理者の当て職として、市役所の庁内にお

いて先ほど副市長が述べましたように財産評価審

査委員会を初め６つのそれぞれ監事という役割と

か、それからあと外部的に例えば土地開発公社の

出納員、ちりゅう芸術創造協会の監事、それから

連続立体交差事業の期成同盟会の監事という職務

が現在ありますので、その辺のことも今後調整が

必要かなというように思っておりますので、これ

は各担当課のほうの所管になりますので、その辺

も考えていただいて、その辺を決めていただけれ

ばと思っております。 

 それと、私自身はこの平成26年度をもって定年

退職ということになっております。以上でござい

ます。 

○中島委員 

 会計管理者、本年度で退職ということで本当に

お疲れさまです。今言われた課長になるに当たっ

て、今６つの監事の役を一応果たしていると。や

はり会計をつかさどるというところに見える方の

ポストというものが大事なところがありますので、

課長級になるという中でこの辺の継承がされるの

か、その辺また課長になったからといって、いろ

いろ仕事が変わってくる面が逆にないのかあるの

か、その辺、明らかにして、尐なくとも今の対外

的なこの辺の監事というものは、やはりやってい

かなければならないんじゃないかというふうに思

っておりますけども、やはり１つの権限というも

のをきちっと発揮できるような部署というものは

これからも保障するというふうに思いますけども、

そのようでよろしいでしょうか。 

○清水副市長 

 収入役時代には、例えばまちづくり株式会社の

取締役に就任されたりというようなことも過去に
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は常勤の特別職の場合にはそういうことがあった

わけですけども、一般職になってからはそういう

兼務はできないという規定の中で、そういったも

のからは今はないわけですけども、今会計管理者

が言いました庁内のものは、もちろん会計管理者

あるいは会計課長としての役割の中で参画してい

ただきたいなというふうに思っておりますし、対

外的な部分についても、これはそれぞれの団体の

お考えもありますけども、私のほうとしては今回

のことによって知立市の会計管理者の職務が何ら

変わったわけではございませんので、そういうこ

とは十分説明をして御理解を得ていきたいなと。

今のそういう役割を継続して担っていただければ

というふうに思っております。 

○中島委員 

 会計管理者としての役割は、きちんとこれまで

どおりに果たすということですね。そうすると、

お給料が安くなっていいのということが逆にあり

ますけどね。そこのところは何か保障されるもの

があるんでしょうかね。全くないですか、それは。

考え方としては。一般的な課長ということで、こ

れはやっていくと、こういうことですかね。なか

なか大変なポストに当てはまる方は行かれるとい

うことになると思います。 

 一応わかりました。地方自治法に基づいた先ほ

どの第169条の就職禁止の条項といったもの、そ

れから職務、これに基づいてきちっとやっていた

だくということでお願いしておきます。 

 それから、いよいよ新しい局ということで設け

られることについて、これは局とか部とかいうと

ころも中にはそれこそあるわけですけども、危機

管理局、危機管理部、こういうふうな２つの言い

方が事例としてはございます。この辺について、

局という形のものと新たな全般的には理解はでき

るわけですけども、その辺の説明お願いします。 

○企画政策課長 

 ただいまのなぜ部ではなく局にしたかというこ

とでございますけども、特に部だとか局に命名す

るという規則的なものはあるようなないような形

でございますけども、現在私どものほうの部とい

う考え方につきましては、複数の課を統括するよ

うな形であれば、そういった意味合いで部とする

ものでございまして、１つの課のみを統括すると

いうものにつきましては局という考え方を基本的

にしております。 

○中島委員 

 わかりました。そういう意味で県なんかの段階

だとやっぱり部が多いんですけども、そういう意

味では課がたくさんあるということも想定されま

すよね。１課なので局だと、こういうことですね。 

 それこそここは部長級に逆になっていくわけで

すよね、今度は責任者が部長級になる、課長では

ない。ここのところの権限というものがさっきの

会計管理者と逆の話ですけども、逆にそれは強化

されるということでこういう形になるかどうか、

その辺お願いします。 

○企画政策課長 

 今回、危機管理局を新設ということの理由とし

ましては、大規模災害等の危機的事態における体

制の強化ということで、現在、当市においては災

害を主眼に置いた体制がしかれておりますけれど

も、今回局にすることによって自然災害に限らず

緊急事態、例えばテロだとか新型インフルエンザ、

こういったものに対しての適切な対応ができるよ

うに局体制で強化していきたいと。 

 そういった中で、緊急事態に対しての初動体制

の整備や未然の防止を行うための対策として、こ

の局をつくりまして、この局において全庁的な業

務継続計画、ＢＣＰと言われておりますけれども、

こういったものも策定に取り組んでいきたいとい

うふうに思っております。 

○中島委員 

 局になるということで強化されるという、今局

の仕事についての話だったというふうに思います

けども、これは今までのように課ではならないと

いう特にそのポイントだけお示しいただけますか。 

○企画政策課長 

 今回、部長相当職を独立した局長という形にな

るかと思いますけども、今危機管理局につきまし

ては、防災の関連と現在の安心安全課であります
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交通安全、防災、それから防犯、こういったもの

を所轄する局になりますけども、必ずしも災害だ

けが発生するということではありません。例えば、

災害と防犯、同時にこういう危機が訪れる場合も

ありますので、そういった面からいきますと、課

長の課ではなくて局にして、部長もそういった指

揮監督に立てるような形での強化も図っていきた

いという意味合いもあります。 

○中島委員 

 さまざまなものに対する機動的な役割が権限も

持って対応できると、こういう意味合いですね、

御説明ということで言うと。 

 前から国民保護法ができているので、テロの対

策というようなことも必ず言葉がくっついてくる

という感じがしますが、どこどこの海から朝鮮が

攻めてきたとか、そういった場合の避難訓練をす

るという、ちょっと先走った訓練をしたところも

あって非常に非難ごうごうになったところもあり

ました。そういった意味では、国民保護に関する

ところという９番目のところでテロという言い方

をされたんですか。国民保護法という、多分そこ

のところでテロ対策まで出てきたので、インフル

エンザについても既にこの間も対応するというこ

とでやっていただいているというふうに思います

けれども、新たな何かを考えて、これは今テロ対

策のようなことも含めてというふうな言い方をさ

れたもんですから、これは具体的に何かお考えが

あるんでしょうか。 

○企画政策課長 

 先ほど例として新型インフルエンザだとか、そ

ういった形で表現させていただきましたですけど

も、緊急事態におきましての行動計画、初動体制

の整備や未然の防止策、こういったものの計画を

つくっていくという、現在インフルエンザであれ

ば健康増進課が単独でやってます。それから電算

は電算でという形でやっておりますけども、市全

体でそういった計画のほうをこちらの危機管理局

のほうで策定していくというための強化という形

で今回新設していくという形で提案させていただ

いております。 

○中島委員 

 尐し言われたことに対して、私は気になったの

で言ったんですけどね、テロ対策。もちろん万博

があったときも飲み物のペットボトルは持ってい

っちゃいけないとか、いろんなことやられました

よね。爆発物が入ってちゃいけないとか、そうい

った意味でのテロ対策ということも非常にいろん

な大きな催し物ではやってみえる。それは非難す

るつもりは全くないわけですけども、そういった

観点も持つという意味のこの９番ということです

ね。わかりました。 

 先ほどと同じように人員配置の強化という点で

は、これはどのように検討されるんでしょうか。 

○総務課長 

 危機管理局につきましては、現在、安心安全課

としまして６名体制で人員配置しておるところを、

現段階の案としましては局長含めた８名体制とい

うところを前提に考えております。 

○中島委員 

 そうすると、もちろん部長がふえるという意味

では確実に１人ふえるということになりますね。

あと１人、もう１人防災係のところでふやすとい

う、こんなお考えでしょうか。そうですか。 

○総務課長 

 そのとおりでございます。今のところの案とし

てという前提でございますが、そのとおりでござ

います。 

○中島委員 

 わかりました。全般的には、この体制の中で大

きく変わるなというのはそういったところ、あと

もう１つは、土木係というものを道路工務係と河

川工務係に変えると。これはなるべくわかりやす

くしようということで言うなら、道路係と河川係

じゃ何でいけないんだろうと。名がくっつくと、

道路の工務でなくて道路の何かがあるの、もう１

つあるの、こんな感じがしますよね。わざわざく

っつけなくてもいいんじゃないですか、どうです

か。 

○企画政策課長 

 名称につきましては、中島委員の言われるよう
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に工務係、今道路工務係ということで、それも議

論の中に入りました。工務をつけなきゃいけない

かという話もありました。 

 ただ、土木課のほうには道路と河川、管理する

部門と工事する部門がありまして、道路係という

形になりますと道路全般という捉え方になってし

まいますので、今回土木係のほうにつきましては

道路の工務的、建設的な仕事をやってますので、

道路の工務と河川工務係という形に分けさせてい

ただいて、管理部門につきましては管理というこ

とで係が別個にありますので、そういった区分け

の中で、市民に対して管理している部門と実際に

工事する部門ということで工務をつけさせていた

だいております。 

○中島委員 

 市民的にいうと、管理係のところに独立してあ

るんだからわかると思うんですがね、道路係、河

川係で。わかりやすくという大きな今度の１つの

ポイントからすると、やっぱりないほうがいいな

と私は思いますね。ないほうがいい。住民が来て、

道路工務係ですか管理係ですか、どっちだろうと

思いますよ、それもまた。管理なのか工務なのか、

どこどこがちょっと穴ぼこがあいちゃったけど、

どうしようというのは管理なのか工務なのかどっ

ちなんですか。住民から電話した場合、どっちに

入るんですか。 

○企画政策課長 

 課としては１つの課でありまして、今言われる

道路に穴があいてますよというものに対しては道

路管理のほうが対応する形。実際に、それに対し

ての工事、実施等にかかわりましては工務係のほ

うが行っていくという体制になってくるかと思い

ます。 

○中島委員 

 道路管理係と書いてありましたかね。ただの管

理係ですね、土木の管理係、土木課の中の管理係

だ。道路係というのは新しく道路を新設する、大

きく改良する、河川も同様、こういうことだけを

担当するということですか。 

○企画政策課長 

 道路といいましても、道路を新設する係ですか

という話も、またこの道路の中でも都市計画道路

と市道の関係がありまして、都市計画道路になり

ますと都市計画課になります。それから一般の市

道の築造等につきましては、道路工務係という形

の区分けになってくるかと思います。 

○中島委員 

 どっちにしてもまだ道半ば、これが絶対いいと

いうものではないと、こういう感じですね。絶対

これでなければならないということでもないし、

ただし、あんまりころころ変わるというのもよく

ないですよね。 

 企画というのは本当にわかりにくかった。何と

か何とか企画係と全部福祉でも何でも企画という

のが入ってありました。これは廃止すると、考え

方としては。これも前回の機構改革で入れて、入

れるんだ入れるんだと言って入れたんですよね。

わかりにくいよね。そのもう１つ前ですか。もう

大分なりますね。もうわかりにくいわかりにくい

ということから、でもやっていくと。やっぱりや

めると。こういうことですよね。だから本当に市

民の目線でわかりやすい名前にするということに

ついて、ちょっと疑問を感じてしまったわけです

ね、どれほど議論されたんだろうかと。せっかく

企画係の名称を外すのに、今度は変わったものを

つけるなあという感じがいたしまして、ちょっと

その辺は難ありというふうに思います。 

 しっかり市民に定着するような中身、期間もか

かっていくだろうし、そういったことについては

市民に対してどういう係が何なんだということが

わかりやすく、こういうふうな説明をする機会と

いうのはこれに関しては持つというおつもりはあ

るんでしょうか、全般ですけどね。対市民に対し

て、名称が変わりますよということの御説明はど

のようにされるんでしょうか。 

○企画政策課長 

 市民に対しましては、ホームページ、広報等で

機構改革により係が変わりましたと、こういった

形になりましたということで、周知のほうを図っ

ていきたいと思っております。 
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○中島委員 

 その範囲ではなかなか通じないなと思って。出

向いてみえた人たちがどこだろうということ、名

前変わったなということとかもあります。区長会

なんかは特に土木申請、いろんな形の修繕とかい

ろいろ持ってみえるので、その辺も関係される皆

さんには事細かにちゃんと説明をしてこういうふ

うに変わりましたよということを周知していただ

きたいというふうに思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 あとは、廃止されるのはつどいの広場というこ

とで廃止ということがありますね。これは子育て

のところでありますね。機構改革の中の子育ての

ところで、つどいの廃止、代表者会議でも御報告

は議会にはいただいているので、聞いたわけです

けども、こういった廃止ということについても十

分な周知がなければ皆さんが困ってしまうと。こ

れ機構改革なんで、子育てのことでありますけれ

ども、廃止ということであるので、あえて一言言

わせていただいたわけですが、これも中央子育て

支援センターができたというようなことも含めて

の背景の中で廃止という形に持っていかれたわけ

ですが、経緯からすると児童館がないよというと

ころで１つはこれをつくったという経緯があった

ので、これはやりとりは子育ての担当とのやりと

りが必要になることで、ここではないんですけど

も、そういったことも１つは経過の中で、なかな

か子どもさん、どこの児童館でも赤ちゃんサーク

ルがありますけれども、この地域には集まる場所

がないねというようなことでできたということも

含めてありましたので、そういった点では廃止で

よかったのかという疑問は持ったわけですが、こ

の辺は廃止のいきさつというか、全体機構改革の

中ではやられたのかということを一言お知らせい

ただきたい。 

○清水副市長 

 今の猿渡児童クラブで行っていますつどいの広

場については、組織の改正の中では全く議論はさ

れておりません。これはあくまでも、今つくって

おります中央子育て支援センター、この中の業務

内容を充実するという中で検討した結果として、

今回そのようにやっていきたいという中身でござ

いますので、それは今中島委員がごらんになって

いるのは多分事務分掌の中にそういうのが入って

おるかなということでおっしゃられたと思います

が、今回の提案させていただく組織の中での見直

しの議論にはございませんでした。 

○中島委員 

 そうだというふうに思います。ここで、それ以

上その話はできないということも承知、事務分掌

の全体の中身でちょっと触れさせていただきまし

た。この資料、添付していただいておりますので

ね。わかりました。全体としては、会計管理者の

問題、いろいろ指摘させてもらいましたけども、

これまでの仕事が低下しないように配慮していた

だき、市民への十分な説明というものもあわせて

やっていただけるということを強く要望しておき

たいなというように思います。以上です。 

○川合委員長 

 ほかに質疑ありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 これで質疑を終わります。 

 次に自由討議に入ります。本案に対する自由討

議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に討論に入ります。まず本案に対する反対討

論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第62号について挙手により採決します。 

 議案第62号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手全員です。したがって議案第62号 知立市
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事務分掌条例の一部を改正する条例の件は原案の

とおり可決すべきものと決定しました。 

 次に議案第63号 知立市議会の議員の議員報酬、

費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正

する条例の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○中島委員 

 早速、この間、新聞に高浜市議会が全会一致で

否決したと。今の情勢の中で議員がこういったも

のをお手盛りで上げるというのは認められないと、

市民に説明がつかないと、こういう形で否決をし

ました。高浜市の場合は、次ですけども、市長、

特別職の報酬引き上げというもの、今回うちも出

てますけど、これについてどういう対応だったか

御承知でしょうか。 

○総務課長 

 まず今回、人事院勧告に基づきまして期末手当

の支給割合というところを特別職の報酬等審議会

にお諮りした上で期末手当の支給割合について上

程させていただいたものでございますが、近隣各

市、いろいろ状況が違いまして、その支給割合に

ついてのみの報酬審議会へのお諮りというものが

必ずしも全団体がされておるという状況ではござ

いません。 

 今お話のありました高浜市におかれましては、

これまで報酬の見直しということがされてきてお

りませんでして、特別職の報酬等審議会の開催と

いうものも近年ない状況にございます。したがい

まして今回高浜市で上程された内容については特

に報酬等審議会にお諮りした上での上程案ではな

いというふうな理解をしております。 

 常勤の市長、副市長についても同じ扱いをされ

ております。 

 改正をするかどうかということですね。高浜市

の状況については、今回新聞情報では議員という

ことだけですので、私のほうでは市長、副市長に

ついては現在のところ確認はできておりません。 

○中島委員 

 市長、副市長等については引き上げないと。引

き上げる提案をしていないと。議員だけ出したと

いうのが実際ですね。どうして議員だけ出てきて、

議員だけお手盛りでもらっちゃうのかという、そ

れはということも含めて否決になったのかなとい

うふうに承知をしているわけです。 

 私、本会議でも言いましたが、市長等について

は10％の報酬減ということで抑えているという背

景があるので、それについてはまた違うだろうと

いうふうに私は言いました。議員については特段

そういった形での引き下げはしておりませんので、

ですからこの期末手当の引き上げについては、今

の時期遠慮すべきではないかと議員からは思うわ

けです、議員の立場からは。そういうことであり

ます。 

 これは当局が審議会に諮ったわけでありまして、

審議会の答申がそうであったという中で出てきて

いる。議会には特にこういう問題については相談

はしないと、事前の相談は全くしないという中で

出てきて、さあどうだと、こういうことですよね。

もう一度詳しく、今回上がるとしたら上がる分が

補正ですけども、議長、副議長、議員、これが期

末手当が支給額が幾らになるのかということを、

プラスが幾らで支給額が幾らになるという数字も

お示しいただいていいですか、計算してないので。 

○総務課長 

 まず今回の知立市議会議員はじめ、市長、副市

長の期末手当につきましては、現行で2.95月とい

うところを3.10月とする内容の勧告に基づいて、

同様の取り扱いをさせていただいております。そ

して６月分は既に支給済みでございますので、12

月分の期末手当を1.55月から0.15カ月分引き上げ

1.70月分とすることによりまして、その影響額と

しましては議員お１人当たり８万8,000円ほどと

なる計算になっております。 

 議長、副議長につきましては、議長が10万

7,000円ほどの影響額、それから副議長におかれ

ましては９万2,000円ほどという計算になります。 

 また市長、副市長につきましては、市長が18万

2,000円ほど、副市長につきましては15万6,000円

ほどの影響額というふうな計算になっております。

以上です。 
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○中島委員 

 それで総額幾らですかということを聞いたんで

す。そこですぐ出ますか。計算の話だけなんです

が、これによって期末手当が幾らになる。高浜市

の報道では、総額でこうなるんだというようなこ

とでアピールされておりまして、そういった意味

では市民はそういう目線で見るということだなと

いうことで、改めて聞いているわけですけども。 

○総務課長 

 総額で212万5,000円ほどになります。 

○中島委員 

 何の総額。 

○総務課長 

 議員お１人当たり８万8,000円ほどの影響額が

ございますので、それ掛ける18人分ということ、

プラス議長、副議長、そして市長、副市長、合計

合算しますとということでございます。 

○中島委員 

 わかりました。そういうことを聞いたんじゃな

かったんですけども、いいです。１人の議員が、

また議長が、副議長が幾らのボーナスになるのか

というその総額を聞いたわけです。これが上がる

ことによって総額が幾らになりますかと聞いたわ

けですよ。 

○総務課長 

 失礼いたしました。まず市長におきましては年

間の期末手当、現行358万5,000円ほどが改定後に

つきましては376万6,000円ほどになります。 

 副市長につきましては、現行307万1,000円ほど

が改定後につきましては322万7,000円ほどになり

ます。 

 議長につきましては、現行212万1,000円のとこ

ろ改定後につきましては222万9,000円ほどになり

ます。 

 副議長におかれましては、現行182万2,000円の

ところ改定後につきましては191万4,000円ほどに

なります。 

 議員お１人当たりにつきましては、現行173万

2,000円ほどが改定後につきましては182万円ほど

になります。以上でございます。 

○中島委員 

 わかりました。総額の先ほどのアップ分も212

万5,000円、全体で上がるよということでありま

した。 

 財政の問題ということの中で、議員にもこの辺

は抑えてもいいんじゃないかと、議長に尐しは相

談があってもいいんじゃないかと、代表者会議で、

こうだからもらおうとか、こうだから遠慮しよう

とか、多尐そういうことの打診が今の時期あって

もいいんじゃないかと。この点だけ、手続上の問

題ですけどもお知らせください。 

○総務課長 

 これまで知立市議会議員をはじめ、市長、副市

長の期末手当につきましては、知立市特別職報酬

等審議会の答申のもとに決めさせていただいてお

ったという経緯もございまして、事前に御相談と

いう形をとっておったというふうには理解してお

りませんので、あくまでもその報酬等審議会の答

申を尊重し、その結果に基づいて改正案を上程さ

せていただいたということでございます。 

○川合委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に自由討議に入ります。本案に対する自由討

議の発言を許します。 

○中島委員 

 やはり今、議会のほうには１つの相談もなく答

申を尊重するという形での上程ということであり

ますので、いろんな議案、当局の議案を否決する

というのは失礼じゃないかというような思いも議

員の中には持っていらっしゃる方も多いんですよ

ね。いろいろ厳しいことを言っても、やっぱり認

めていくというような流れがあります。今回につ

いても提案されたからそうかなというような、こ

ういう話も水面下で出ているわけですよ。それで、

私はこの時期こういう意味で議会のほうとしては

遠慮しようという、そういうこともあってもいい

んじゃないかなと思うんですが、皆さんはいかが
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なんでしょうか。 

○川合委員長 

 御意見ありませんか。 

○池田滋彦委員 

 先ほどの高浜市の件ですが、これ裏がありまし

て、裏があるという言い方は変ですが、なぜ上程

しなかったかというのは理由がちゃんとありまし

て、市長も議員もあります。要は、来年統一選挙

がありまして、その統一選挙に利用されるのがい

かんということでやめたんですね。それは報酬審

議会も何もなくて議員がみずからそういうふうに

話をしたんです。選挙が絡むことはよくないとい

うことでやめた話であって、市長もそれは納得し

ているはずなんですね。 

 ただ、我々の知立市の場合は、現状が全く違う

話で、議員も減っていることで、仕事もたくさん

ふえているんですから、それは理由が全然違いま

す。その面では、この議論はないような気がしま

すけど、私はするべきじゃないと思います。 

○川合委員長 

 ほかに意見はございませんか。 

○神谷委員 

 この件につきまして、こういうような経済状況

の中で市民感情として上げるというのはちょっと

抵抗があるのかなという気もいたしますけれども、

知立市としては特別報酬等審議会の答申というこ

とでまとめていただいたわけでございますので、

報酬審議会の答申をもって、この件については認

めていけばいいんじゃないかなというふうに、尊

重していけばいいんじゃないかなというふうに考

えております。以上です。 

○川合委員長 

 ほかに御意見はありませんか。 

○中島委員 

 市民感情という点では、皆さん一致していると。

高浜市の選挙の話、私はそういうふうには知りま

せんけども、当然、市民感情があるからですよね、

それは。選挙に影響しちゃうと、市民感情に反す

ることをやってはいけないということで、みんな

でやめようというふうな形になった。 

 市長のほうは提案されなかったのはなぜかわか

りませんけれども、審議会を何しろ開いていない

ということは言われましたけれども、市民感情と

いう点では、やはり今の全ての議員はそういうふ

うに思っているということだと思うんですよね。 

 だから人勧の中で出されたものに沿っていいじ

ゃないかという審議会の皆さんの答申であったと

いうことはわかりますけれども、そこでやはり議

会改革やって私たちがちょっと身を切るよ、私た

ちはという姿勢を示すのも議会改革ではないかと

いうふうに私は思うんですが、そういったふうに

は同調していただけないんですかね。 

○川合委員長 

 御意見ありませんか。 

○久田委員 

 私も議会改革特別委員のときにいろいろ研究し

ましたが、人勧とそして報酬審議会の意見を参考

にするということで、私はこの議案に対しては賛

成というようなふうに考えております。 

○川合委員長 

 よろしいですか。ほかには。 

 これで自由討議を終わります。 

 次に討論に入ります。まず本案に対する反対討

論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第63号について挙手により採決します。 

 議案第63号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手多数です。したがって議案第63号 知立市

議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に

関する条例の一部を改正する条例の件は原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 それでは午後１時まで休憩いたします。 

休憩 午後０時01分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午後０時58分 
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○川合委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 それでは議案第64号 知立市特別職の職員で常

勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条

例の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に自由討議に入ります。本案に対する自由討

議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に討論に入ります。まず本案に対する反対討

論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第64号について挙手により採決します。 

 議案第64号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手全員です。したがって議案第64号 知立市

特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の

一部を改正する条例の件は原案のとおり可決すべ

きものと決定しました。 

 次に議案第65号 知立市職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○中島委員 

 知立市職員の給与に関する条例の一部の改正と

いうことであります。資料もついておりまして概

要、給与勧告の骨子ということで資料が参考資料

のほうで詳しく述べられております。人勧を受け

てということでありますが、今回は期末・勤勉の

うちの勤勉のみという、期末はないという形のこ

とになっております。まずその点はどういうこと

か教えてください。 

○総務課長 

 今回の人事院勧告の中におきまして期末・勤勉

手当の支給月数割合の見直しがされました。それ

に合わせまして、今回の勧告の中では昇給表や諸

手当のあり方を含めた国家公務員の給与制度の総

合的見直しというところが勧告をなされておりま

して、それに基づく成績率等を勘案する本来の勤

勉手当のあり方というところを加味いたしまして、

今回の増額分については勤務実績に応じた給与推

進のための勤勉手当に配分をさせるという形にな

っております。以上です。 

○中島委員 

 人勧そのものが成果主義というか、実績に応じ

たところに配分しなさいというようなことで、い

わゆる勤勉手当だけの引き上げということの勧告

の中身だと、こういうことですか。 

○総務課長 

 御質問者おっしゃいましたとおりでございます。 

○中島委員 

 そういうことで今回は期末については上げる内

容にはなっていない。特別職等については勤勉は

ないですからね、期末という形でやっております

が、これは勤勉のほうのみと、こういうことであ

ります。月数とかは書いてあるわけですが、これ

は勤勉という意味の何か成果的なものがここの中

に反映されるということになるんでしょうか。 

○総務課長 

 今回の支給割合の変更の中身として、そのもの

が直接成績率等に反映するというものではござい

ませんけれども、今後、地方公務員法の改正等も

ありまして、平成28年４月１日より勤務成績に応

じた勤勉手当のあり方ということを実施していく

ということを検討しております。 

○中島委員 

 それも人勧の中身という意味ですかね、今の話

は。平成28年の４月１日から、それは今は勤勉手

当において勤務成績率を反映させると。勤勉手当

に反映させるということが平成28年４月１日から

ということで、それも人勧の方針ということで受
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けとめていいんですか。 

○総務課長 

 先ほどおっしゃられた成績率の反映というとこ

ろは今回の人勧でそのものずばりを勧告されてお

るものではございません。 

 先ほど申し上げました今回俸給表の水準が引き

上げられましたとともに特別給、いわゆるボーナ

スについても引き上げとなりました。この引き上

げについては７年ぶりの勧告がなされておるわけ

なんですけども、その今回の勧告の中では総合的

な見直しについての勧告もあわせてされておりま

して、その中で職員の能力、それから実績のより

的確な処遇への反映など基本体系の抜本的な見直

しに取り組むということをあわせて勧告ではない

んですけれども、地方公務員法の改正に合わせた

公務員の給与改定に関する取り扱いについてとい

う通知の中で明記されておりますので、先ほど申

し上げました平成28年４月に向けてそういった準

備を考えていきたいというふうに思っております。 

○中島委員 

 この資料ではボーナス引き上げのところで勤務

実績に応じた給与の推進のため勤勉手当に配分と

いう形で書かれているものが、今回の改定の背景

のものだと。これはこれで、そういうことですね。 

 今後については、総合的な見直しの中にそうい

う視点も入ってくると。さっき平成28年４月１日

からそうなるよというのとはちょっと違いますね。

その答弁は撤回ですね。さっきの人勧との関係で、

平成28年４月１日から勤務成績に応じてというこ

とについて言われたのは訂正ということでよろし

いですね。総合見直しということの中の方針とし

ては出てるよということだけであって、そういう

ことですよね。平成28年４月１日からそうなりま

すということではないですね。 

○総務課長 

 今回の人勧の中での勧告ではございませんので、

先ほど申し上げましたのは、国の指針として国の

見直しの内容や方向性を踏まえて各地方公共団体

においても総合的な見直しを図るという中で、目

標年度として平成28年４月に向けて準備を進めた

いという考え方を示したものでございます。 

○中島委員 

 人勧それから国の全体的な給与制度の総合見直

し、ここにも書いてありますけど、そういう範囲

で今動いているという意味で表明されたというこ

とと受けとめておきます。 

 今回、若年層に重点を置きながらの引き上げに

したということで、平均改定率が0.3％、若年層

に厚くということになっていて、若年層も含めて

全体で0.3％と、こういうことですよね。若年層

というのはどこからどこまでかわかりませんが、

その範囲を示していただいて、その範囲の方たち

は何％上がるんですか。 

○総務課長 

 引き上げのパーセントまでは御用意しておりま

せんけれども、今回そもそも人事院勧告の中で民

間給与との格差0.27％を埋めるための平均改定率

が0.3％という中で、特に給料表の改定内容もお

示ししてございますけれども、１級の方たち、例

えば初任給の中で見ていきますと、知立市の場合、

大卒の初任給17万8,800円が18万800円にという形

になりますので、若年層については2,000円の引

き上げという形が１級の中では多々見られます。

そういった状況の中で若年層に重点を置いた改正

内容となっておるということでございます。 

○中島委員 

 初任給を上げればその後の段階も尐しずつ上が

っていくということで、そこで厚くなっているよ

と、こういうことなんですね。 

 じゃあ逆に、だんだん経験の高くなった人たち

のそういった問題も今回あるというふうに思って

おりますけども、そのあたりの説明、それと早期

退職的な考え方というのも出されておりましたよ

ね、そういったこととの関係、御説明いただけま

すか。 

○総務課長 

 まず高齢層の職員のところにおきましては、平

成22年の勧告時に1.5％の減額措置というものが

勧告されまして、平成23年度から実施しておると

ころでございます。ここも民間との給与差が拡大
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傾向にある50歳代後半層の俸給に対して1.5％を

減じて支給するということを附則に定義して対応

しておるわけでございます。今回の給与に関する

俸給表の見直しの中では平均３％という引き上げ

にはなっておるわけでございますけれども、やは

り高齢層のところにつきましては、若干その割合

が低い引き上げ状態になっておるということでご

ざいます。 

 それと御質問にありました早期退職のところに

つきましては、これまでの勧奨というものを改め

まして早期退職制度というものを平成26年度より

創設させていただきました。主な変更内容につき

ましては、対象者がこれまで満年齢50歳以上で定

年年度に至らない職員から、新しい早期退職制度

におきましては勤続20年以上で定年に達する日の

属する年度の４月１日を越え15年度以内の退職者、

いわゆる45歳から59歳までの職員という形に変更

しております。 

 あわせて優遇制度につきましても、これまで１

年について２％を乗じて得た額を勧奨分の対象に

しておったわけですけども、早期退職にいたしま

しては退職時の給与月額に１年につき３％を割り

増しするという制度になっております。以上です。 

○中島委員 

 退職ということで、今までの勧奨退職というの

はもう完全になくなって、こういう形になってい

るということですよね。これは後進に道を譲る的

なことと第２の人生へのスタートがもっと新しく

若いうちにということも両方説明を聞きましたけ

ど、そういう形で高齢者でもないですけど、高年

者の人たちの働き方を変えていく、そうすると人

材的に不安も感じないわけではありませんけども、

役職との関係とかいろいろあるのかなと思います

けども、一応若い方を厚くして高年者はちょっと

早くお引き取りくださいということも含めて、こ

ういう人事の見直しというか、そういうものがあ

ると、こういうことだということがわかりました。 

 こういう中で管理職の手当というものが普通は

ないわけですけども、残業時間がないわけですけ

ど、いろいろな事情の中で管理職が指導するよう

な場合がふえてくると、こういった場合に対して

はきちんと手当てもしなければいかんじゃないか

ということもあわせて言われていると思うんです

けども、それはどういうふうに具体的にはなるん

でしょうか。 

○総務課長 

 今回、まだ条例改正の提案までには至っており

ませんけれども、人事院勧告の中身の中で管理職

特別勤務手当といったものの見直しということが

されております。管理監督職員が平日深夜に及ぶ

長時間の勤務を行っている実態、災害への対処等

の臨時・緊急の必要性によりやむを得ず平日深夜

に勤務した場合の措置として、勤務１回につき

6,000円を超えない範囲の額を支給という形で国

のほうは実施されておりますので、そういったも

のを参考にまた改正を検討しておる状況です。 

○中島委員 

 危機管理局ができまして、そういった体制を強

化しようということの中で、本当に危機的な状況

が起きるかどうかはわかりませんけども、今でも

いろいろ長く必要になって勤務されるということ

もあると思いますが、平日で深夜の勤務というこ

とに限って、これは１カ月１回で6,000円、上限

が。じゃないですか、１回につき6,000円、１日

6,000円といいますかね、２日続けば１万2,000円

と、こういう手当が今まではなかったけども、つ

くようになるよということですね。これは今回の

ものに対しては入っていないけども、これは３月

の議会等で対応すると、こういうことですね。人

勧の中身ではありますけど。わかりました。今回

はこれだけということで、人勧全ての内容の変更

というものは今の問題プラス地域手当が今度考え

方がまた変わってくると。これはどういう内容か、

そしてそれもやっぱり３月の議会ということにな

るのか、人勧の中身ですけども、あわせて御説明

しておいてください。 

○総務課長 

 人勧の中身ということでございますので、いま

一度今回の８月７日に出されました人事院勧告の

中身に触れながらお話しさせていただきたいとい
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うふうに思います。 

 議案第65号の参考資料に給与勧告の骨子という

ものを参考資料としておつけしておりまして、今

年の給与勧告におきましては、先ほど申し上げま

したとおり民間の賃金との対比の中で俸給表の水

準が引き上げられました。それに合わせまして特

別給、いわゆるボーナスについても引き上げとな

りまして７年ぶりの引き上げの勧告がなされてお

ります。その骨子の中の上の四角の中にあります

１つ目のところが今申し上げました内容でござい

まして、国におきましてはこの内容を平成26年に

さかのぼり適用しておる状況でございます。した

がいまして今回12月議会での条例改正の内容とし

ましては、本年度分に関係するところについて上

程させていただいておる状況でございます。 

 今後の給与総合的な見直しにあわせまして地域

手当、それから先ほどの管理職特別勤務手当含め

まして、さまざまな見直しを現在検討しておる最

中でございまして、例えますと、まずは地域手当

の見直しにつきましては、現在６級地、いわゆる

３％の支給という形で知立市は総務省のほうから

示されておりますが、段階的に引き上げ、10％、

５級地という扱いの地域になっております。した

がいまして今後、段階的に地域手当については

10％への引き上げの方向で今現在検討中でござい

ます。 

 あと国家公務員の給与勧告にございます中身で

知立市にも関係するところが単身赴任手当、ここ

につきましては現在被災地への職員派遣というこ

とも行っておりますので、そういった観点で国の

勧告に合わせ変更を検討しております。 

 また、先ほどお話しいただきました管理職特別

勤務手当、これにつきましても、先ほどの勤務１

回につきという6,000円を超えない範囲で支給の

対象として考えております。 

 再度、検討内容としましては国の状況を例えば

上回る部分等につきまして、見直しもあわせて検

討するということを実施しておりまして、これに

ついても今後の検討内容ということで考えており

ます。 

○中島委員 

 わかりました。３月議会の中でそういったもの

についての検討結果が提案されてくるということ

で一応見ておきます。 

 今の職員の皆さんにしっかり働いていただくと

いうことを保障する給与ですから、そういったも

のに見合ったものにしていただきたいということ、

それから特に今強調されている成績云々という話

が給与に反映されるというシステムなんですが、

きょうもお葬式がありましたけど、やはり健康を

害するような、追い込まれるような勤務成績を上

げようというような異常なやり方についてはセー

ブできるような、余り過度な勤務成績、勤務成績

と言われると職員の皆さんも自由に仕事ができな

いというか緊張してしまう、そういうことも出て

くると思いますので、そういったものについては

十分配慮した上での検討をお願いしておきたいと

思います。以上です。 

○川合委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に自由討議に入ります。本案に対する自由討

議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に討論に入ります。まず本案に対する反対討

論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第65号について挙手により採決します。 

 議案第65号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手全員です。したがって議案第65号 知立市
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職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の

件は原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。 

 次に議案第66号 知立市消防団員等公務災害補

償条例等の一部を改正する条例の件を議題としま

す。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。  

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に自由討議に入ります。本案に対する自由討

議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に討論に入ります。まず本案に対する反対討

論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第66号について挙手により採決します。 

 議案第66号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手全員です。したがって議案第66号 知立市

消防団員等公務災害補償条例等の一部を改正する

条例の件は原案のとおり可決すべきものと決定し

ました。 

 次に陳情第37号 消費税に関する意見書提出を

求める陳情の件を議題とします。 

 御意見がありましたら発言をお願いします。 

○中野委員 

 市政会として、こちらのほう反対、不採択とい

う立場で意見を申させていただきます。 

 消費税に関する陳情書ということでございます

が、現在この尐子高齢化により現役世代が急激な

スピードで減っていくという状況でございます。

その一方で高齢者の方はますますふえていく、そ

ういう状況の中では社会保険料、いわゆる特定の

世代に負担する世代が集中してしまう、そのよう

な状況であるかと考えております。この受益と負

担の均衡がとれたいわゆる税負担の世代間公平性

を維持するためには、またこの社会保障制度の持

続可能な制度を構築するためにも、この消費税、

国民全体で広く負担する消費税というのが今ある

中では最適なのではないか、そのように考えてお

る次第でございます。 

 ただ、この消費税というのは、やはり逆進性と

いうものがございますので、その点は軽減税率や

給付金つきの税額控除、そういったことも対応し

ていく、そういった中で消費税はふやしていく、

世代間の均衡を図るということで、そういった意

味で進めていきたい、そのように考えております。

したがいまして消費税増税を中止する旨の本陳情

につきましては不採択とするものでございます。 

○川合委員長 

 ほかに意見はありませんか。 

○明石委員 

 陳情第37号に対しまして意見を述べさせていた

だきます。これは平成22年12月議会と同じく社会

保障を守るための消費税引き上げは避けて通れな

いと考えます。よって不採択でお願いいたします。 

○川合委員長 

 ほかに意見はありませんか。 

○久田委員 

 私は賛成の立場であります。アベノミクスの３

本の矢で、１本目の矢が機動的な財政出動、そし

て２本目が大胆な金融政策、これから成長戦略と

いうことでありますけれども、この成長戦略も先

行きどうなってくるかわからないと。そしてまた

今この段階、先行きが不透明な社会情勢の中で、

やはり消費税を今すぐに上げるというのではなく、

抜本的な税制改革をして、そしてその後議論に入

っていきたいということから、この陳情に対して

採択でお願いいたします。 

○川合委員長 

 ほかに意見はありませんか。 

○神谷委員 



- 27 - 

 それでは、民友クラブとして陳情第37号に対し

て不採択の立場で討論に参加させていただきます。 

我が会派につきましては、税の抜本的な改革とい

う部分につきましては当然取り組んでいくべきで

あるというふうに思いますけれども、その柱の１

つに消費税というものは欠かせないものであり、

消費税は広く公平正確に税の徴収ができるという

ことについては賛成でありまして、８％に上がっ

ても抜本改革ができていない、また３％上がった

ものについて全て社会保障に使われていないとい

う部分については不満は残るものの、尐子高齢化

がこれからどんどん進んでくることから、社会保

障を充実させるために消費税は必ず必要だという

ふうに考えております。でございますので、この

陳情に対しましては不採択ということにさせてい

ただきたいと思います。以上でございます。 

○川合委員長 

 ほかに意見はありませんか。 

○中島委員 

 陳情第37号に対して賛成の立場からの意見を述

べさせていただきます。本会議の佐藤議員の一般

質問で市長にもお尋ねした部分があります。消費

税の逆進性は認めると市長もおっしゃったわけで

あります。税の基本、近代税制の基本、これにつ

いては負担能力に応じて課税される、これが原則

である。租税負担は各人の能力に比例すべきとい

うふうにも言われてきたわけでありますが、ここ

のところが大きく逆進性ということで消費税が導

入されたわけであります。矛盾はどんどん広がっ

ていると言わなければなりません。 

 歴代政権が導入して、一貫して社会保障のため

ということで言っております。公平性のことも言

っております。世代間の負担の問題も言っており

ます。そういう一般論からそうなのかと思ってい

る国民もたくさんいるというふうに思います。 

 ただ、社会保障のために本当に使われたのかと

いうところは大きな疑問があるのは、制度がどん

どん負担増という形で変わってきたことを見ても

明らかなんですけれども、20年かかって消費税収

入は280兆円ぐらい今まで国に納められていると。

ところが税収そのもの、特に法人税は275兆円も

減ったと。結果として穴埋めに回ったのではない

かというのが全体の大きな枞組みの中での位置づ

けだというふうに見なければなりません。その法

人税が減ったのも景気のことももちろんあります

けども、どしょっぱつに法人税の税率を大きく下

げてきたというところで減税・減収になった。そ

れとのバランスで消費税をどんどん上げてきた、

こういうのが実態だというふうに思うわけであり

ます。社会保障にはなかなか本当に使われたとい

う実感がいまだにないということであります。 

 これから税と社会保障の一体改革、10％という

ことを前提にした制度の改革ということが言われ

ておりまして、まずは８％やられ、そして１年半

後に10％ということでスタートいたしました。

８％になってどうだというところで、先ほど陳情

者も趣旨説明で言われましたけども、ＧＤＰの年

率換算というものが７月－９月の数字でも修正も

行われまして、最初1.6とか言ってたのが1.9とさ

らに新しい数字がマイナス1.9というふうに下方

修正されるということで、これについてはエコノ

ミストも結局増税不況だというふうに指摘してお

ります。結局、増収にならないで不況を招けば減

収になっていくという悪循環がここにはあるとい

うこと、消費税増税には悪循環があるということ

をやっぱり見なければならないということだと思

うんです。10％になれば、計算すればこれだけ入

るよというものではなくて、消費不況がますます

ひどくなれば税収が減っていく、そうなったら社

会保障の財源も確保できないという、お題目も宙

に浮いてくると、こういうものであるという消費

税の性格、これを見なければならない。打ち出の

小づちでどんどん入ってくるというものではない

ということであります。 

 もっと高齢化すれば、さらにこの打ち出の小づ

ちを何回も振って消費税をたくさん取らなければ

ならないという悪循環にもなっていくと。こうい

うことでは弱者はたまったものではないというふ

うに思います。私ども共産党は消費税に頼らない

あり方というものを考えなきゃいけないというこ
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とを何度も主張しているわけでありますけども、

富裕層が応分の負担をする、ここをどんどん軽減

させていることについてはストップしてもとに戻

していく。そして大企業がこの間非常に大きなア

ベノミクスで利益を上げているにもかかわらず、

ようやくここで税金を出すというふうな形になっ

たトヨタ自動車も５年間も法人税がゼロだった、

消費税もゼロだったと、落とし穴の制度がいっぱ

いありまして、こういう状況があります。内部留

保はまさに285兆円まで広がったということであ

ります。こういう内部留保というものをやはり社

会や国のために還元するというシステムをつくら

ないとだめですよ。そういったところに対しては

税金もかからないし、どんどんため込んでいって

も法人税にも関係ない、こういうことであったら、

やっぱり皆さんのところに利益が還元されないと

いうトリクルダウンというものは全く働いていな

いということが明らかですので、内部留保等につ

いては社会に還元するという、こういう抜本的な

税の見直し、こういった法人への優遇制度の見直

し、こういったところにきちっとメスを入れると

いうことによって消費税の増税はストップさせな

きゃいけないと、こういうふうに考えております。

どんどん泥沼化する弱者いじめというものにスト

ップをかけるためにも消費税増税はやめてほしい

ということで、この陳情に賛成いたします。 

○川合委員長 

 ほかに意見はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 意見なしと認めます。 

 次に自由討議に入ります。本件に対します自由

討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第37号について採択することに賛成の委員

は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手尐数です。 

 次に陳情第37号について不採択とすることに賛

成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○川合委員長 

 挙手多数です。したがって陳情第37号 消費税

に関する意見書提出を求める陳情の件は不採択す

べきものと決定しました。 

 以上で本委員会に付託された案件の審査は終了

しました。 

 なお、本会議における委員長報告の文案につき

ましては正副委員長に御一任願いたいと思います

が、御異議はありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○川合委員長 

 御異議なしと認め、そのように決定しました。 

 以上で企画文教委員会を閉会します。 

閉会 午後１時34分 

――――――――――――――――――――――― 
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